
 

 

 

 

2018年 11月 30 日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 e n i s h 

住 所 東京都港区六本木六丁目 1 0 番１号 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 安 徳 孝 平 

 （コード番号：3667） 

問い合わせ先 取締役執行役員管理本部長 高 木 和 成 

  TEL.03（6447）4020 

 

事業譲渡に関するお知らせ 
 

当社は、2018 年 11 月 30 日開催の取締役会において、下記のとおり、株式会社アドベンチャーにフ

ァッションレンタルサービス事業「EDIST.CLOSET」を譲渡することについて決議しましたのでお知ら

せいたします。 

 

記 

 

１．事業譲渡の理由 

当社は、ゲームアプリを企画・開発・運営をおこなうゲーム事業に加え、非ゲーム事業としてファ

ッションレンタルサービス「EDIST.CLOSET」の運営を行っております。 

当該「EDIST.CLOSET」は、2016 年 1 月より提供をはじめた“持たないおしゃれ”をコンセプトとす

るファッションレンタルサービスであり、プロのスタイリストが監修した最旬のコーディネートセッ

トを月額 7,300 円からお届けしております。 

 

ファッションレンタルサービス市場は成長傾向であり認知度も高まっておりますが、「EDIST.CLOSET」

のサービス内容を認知させるには、一定の投資はさけられない状況にありました。 

そのような背景のなか、このたび、経営資源の選択と集中の観点から、「EDIST.CLOSET」を株式会

社アドベンチャーに譲渡することといたしました。 

株式会社アドベンチャーが適切として判断した理由は、オンライン予約サービスの開発で得たシス

テム構築、広告及び集客のノウハウ、ターゲット顧客層などの面において、「EDIST.CLOSET」と高い

相乗効果を得られること、経営基盤が安定していることで、「EDIST.CLOSET」の運営に支障がなく、

ご利用者への影響がないことにあります。 

 

これにより当社は、経営資源をより得意分野であるゲーム事業に集約することで、経営効率化によ

る業績の改善と更なる企業価値向上を図ってまいります。 

 

２．事業譲渡の内容 

（１）譲渡事業の内容 ファッションレンタルサービス「EDIST.CLOSET」 

（２）売上高及び経常利益 

   （2017年 12 月期実績） 

売上高   ：135,925千円 

営業利益：▲74,936千円 

経常利益：▲74,848千円 

（３）資産・負債の項目及び金額 

   （2018年９月 30日現在） 

資産 未収入金：324千円 

負債 当該事項はありません 

（４）譲渡価額及び決済方法 37 百万円、現金による決済（予定） 



 

 

 

３．譲渡先の概要 

（１）名 称 株式会社アドベンチャー  

（２）所 在 地 東京都渋谷区恵比寿 4-20-3 

恵比寿ガーデンプレイスタワー24F 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 中村 俊一 

（４）事 業 内 容 コンシューマ事業、投資事業 

（５）大株主及び持株比率 中村 俊一 66.67％ 

（６）設 立 年 月 日 2006年 12月 

（７）資 本 金 557,180千円（2018年 9月 30 日現在） 

（８）発 行 済 株 式 数 6,797,700 株（2018年 9月 30 日現在） 

（９）経営成績及び財務情報 2016年６月期 2017年６月期 2018年６月期 

 純資産（千円） 1,194,145 1,566,375 1,394,163 

総資産（千円） 2,559,289 3,685,909 10,724,263 

１株当たり純資産額（円） 176.33 230.44 206.54 

経常利益（千円） 276,052 409,123 511,836 

当期純利益（千円） 146,115 242,035 313,908 

１株当たり当期純利益額（円） 21.72 35.69 46.27 

（10）当社と当該会社との関係 資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません 

 

４．事業譲渡の日程 

  取締役決議日          2018年 11月 30 日 

  契約締結日           2018年 11月 30 日 

  事業譲渡実行日         2018年 12月１日（予定） 

 

５．会計処理の概要 

 本件の譲渡価額 37百万円に関しましては、商品代金に充当するため特別利益には該当しません。 

 

６．今後の見通し 

本件による当期実績（2019年 12 月期）に与える影響は、現在精査中であり、開示すべき影響が判

明した場合には、速やかに開示いたします。 

 

以上 


